
１ 法人経営体は10年間で75％増加

○ 近畿における法人経営体数(令和２年２月１日現在)は1,986経営体で、10年間で850経営体
（75％）増加。（図１）
○ 農産物販売金額１位の部門別経営体数割合は、稲作と露地野菜で上昇。（図２）

2020年農林業センサスミニ分析

～ 近畿における法人経営体の現状 ～

近畿農政局統計部

図１ 法人経営体数の推移 図２ 農産物販売金額１位の部門別経営体数割合
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○ 組織形態別の法人経営体数割合を農産物販売金額１位の部門別にみると、会社の割合が
高い部門は畜産、次いで野菜、果樹。（図３）
また、農産物販売金額規模別にみると、販売金額規模が大きいほど会社の割合が高い傾向。

（図４）

２ 農産物販売金額規模が大きいほど会社の割合が高い傾向

図３ 農産物販売金額１位部門別
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３ 経営耕地面積のうち法人経営体の面積割合は17％

○ 農業経営体数のうち法人経営体の割合は1.9％。一方、経営耕地面積のうち法人経営体
の面積割合は17.0％、農産物販売金額の割合は33.5％。（図５）

○ 法人経営体における１経営体当たりの販売目的の作付面積の推移をみると、稲では
1,322ａとなっており、10年間で30％増加。

また、豆類、露地野菜でも１経営体当たりの作付面積は増加傾向。（図６）

図６ 法人経営体における１経営体当たりの販売目的の作付面積推移
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図５ 農業経営体数、経営耕地面積、農産物販売金額に

おける法人経営体の割合

1,015 

1,114 

679 

549 

168 

46 

318 

103 

1,114 

1,057 

627 

592 

143 
52 

271 

97 

1,322 

1,050 

720 

434 

184 

54 

260 

90 

0

500

1,000

1,500

稲 麦類 豆類 工芸農作物 露地野菜 施設野菜 果樹類 花き･花木

（ａ）

平成27年

平成22年

令和２年

令和２年
作付経営体数 （130）（1,044） （520） （623） （641） （307） （214） （129）

注：農産物販売金額は、それぞれの金額階層の中位数に経営体数を乗じて算出した推定値。



４ 経営耕地面積のうち法人経営体の面積割合は滋賀県が32％

○ 府県別の経営耕地面積のうち法人経営体の面積割合は、滋賀県が32％で最も高く、同県
の市町村別では甲良町（61％）、湖南市（47％）などの割合が高い。

次いで兵庫県の14％で、同県の市町村別では神河町（43％）、福崎町（41％）などの割
合が高い。（図７）

図７ 経営耕地面積のうち法人経営体の面積割合
（市町村別マップ・令和２年）
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図８ 市町村別の経営耕地面積
（組織形態別・上位15市町・令和２年）

○ また、近畿における市町村別の法人経営体の経営耕地面積は、滋賀県東近江市が最も多く
3,119ha。（図８）

注：他の市町村への出作面積は、居住地の市町村の経営耕地面積として計上した。
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○ 法人経営体の農業者のうち49歳以下は3,798人で全体の45.6％。（図９）
○ 農産物販売金額１位部門別にみると、法人経営体の農業者のうち49歳以下の農業者が最
も多い部門は稲作、次いで畜産、施設野菜。（図10）

お問合わせ先：統計部統計企画課 電話０７５－４１４－９６２０

５ 法人経営体の農業者のうち49歳以下の割合は46％

2020年農林業センサスにおける主な変更点

○ 2020年農林業センサスでは、法人化している家族経営体（一戸一法人）と組
織経営体を統合し、非法人の組織経営体と併せて団体経営体とした。また、非
法人の家族経営体を個人経営体とした。

図９ 法人・非法人別農業者数

（全体及び49歳以下・令和２年）

図10 農産物販売金額１位部門別の法人経営体における

農業者数（全体及び49歳以下・令和２年）

注：１ 法人経営体の農業者数は、役員・構成員（年間農業従事150日以上）と法人経営体が雇い入れた常雇いの総数であり、

非法人の農業者数は1)と2)計である。

1) 個人経営体の基幹的農業従事者と個人経営体が雇い入れた常雇いの総数

2) 団体経営体（法人経営体除く。）の役員・構成員（年間農業従事150日以上）と団体経営体（法人経営体除く。）

が雇い入れた常雇いの総数

２ 年齢不詳の常雇いは50歳以上に含む。

３ 農産物販売金額１位部門別の法人経営体における農業者数は組替集計による。
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農業経営体の属性区分の変更（概念図）
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